
１． 補助金等の名称  

２． 事業の目的及び内容            

(1) 目的  

３． 交付先の公益法人の名称 財団法人　日本環境衛生センター

４． 交付実績額                     3,675 千円（Ａ）

５． 補助金等における管理費   

(1) 人件費 2,289 千円

(2) 一般管理費 350 千円

(3) その他の管理費

内容

千円

合計 0 千円

６． 外部への支出

(1) 外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出内容 支出先

（社）日本環境衛生施設工業会 300 千円

合計 300 千円（Ｂ）

(2) (1)以外の支出

支出内容 支出先

千円

合計 0 千円

７． その他

内容

736 千円

合計 736 千円

８． 再補助・再委託等の割合 8.2 ％（Ｂ／Ａ）

金　　額

金　　額

直接経費（消費税及び地方消費税175千円含む）

金　　額

金　　額

情報収集

平成２１年度廃棄物処理施設等標準発注仕様書作成調査委託業務

補助金等支出明細書

　廃棄物・リサイクル行政の目的が、これまでの公衆衛生の向上や公害問題の解決
から循環型社会の形成へと変遷していることを踏まえ、今後、我が国全体として、3R
に重点を置いた最適なリサイクル・処理システムを構築していくこととされ、廃棄物処
理法第5条の2第1項の規定に基づき定めた基本方針が平成17年5月に改正された。
改正事項のうち、市町村が行うこととして、①一般廃棄物の適正な循環的利用に努め
た上で適正な処分を確保、②コスト分析等により一般廃棄物処理事業が社会経済的
に効率的な事業となるよう努めるものとされ、また、国においては市町村に対して技
術的な支援に努めるものとされている。このような中で、国においては、廃棄物処理
施設の工事は、大都市等の一部の市町村を除けば、多くの市町村では廃棄物処理
施設建設工事の発注仕様書の作成のための情報がじゅうぶんではない等の状況を
鑑み、平成18年7月に市町村に対して「廃棄物処理施設建設工事等の入札・契約の
手引き」の配布などの取組を行っているところである。市町村への支援の一環として、
市町村が行う廃棄物処理施設建設工事に係る標準的な発注仕様書及びその解説か
らなる発注仕様書作成の手引きを策定し、市町村における一般廃棄物処理事業の効
率的な実施に資する。

(2) 具体的な内容

(1)廃棄物処理施設発注仕様書作成の手引き策定業務：①汚泥再生処理センター及
び最終処分場（手引き素案の作成及び手引き案の作成）②マテリアルリサイクル推進
施設（不燃・粗大・容器包装リサイクル施設）及びたい肥化施設について、発注仕様書
完成版（ファイナルドラフト）を作成。

(2)廃棄物処理施設発注仕様書検討委員会の設置・運営。


